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第10回「地域の活性化で企業も労働者 も元気に！

⽇11・511・5    

プログラム

13:30∼16:3013:30∼16:30

参加無料参加無料

講師

�登録など

交流集会交流集会
　●会場(全労連会館2階ホール)＆　●会場(全労連会館2階ホール)＆
　　　　　●オンライン（ZOOMミーティング）併用　　　　　●オンライン（ZOOMミーティング）併用

共同の力で公正な取引の実現を

全労連　
QRコード

連絡先 03-5842-5611

大門　実紀史　氏　
講演

実践報告

　　　『日本経済と地域､中小企業』

質疑フロアー発言

●事前登録先

●ZOOMミーティング入室先

ID: 842 6619 1120
パスコード: 908660

 

経歴：1956年京都市生まれ。元東
京土建本部書記長。前日本共産党参
議院議員（４期）。在任中は主に経
済金融問題に取り組む。

　・全印総連「価格転嫁問題から産業課題を考える
　　　　　　　　労使研究会」
　・東京土建「杉並区公契約条例制定の取り組みと
　　　　　　　　杉並区公契約審議会の役割」　                 
　・全 商 連  「小企業の不公正取引是正で、賃上げ環境の整備を」　 

【実行委員会】全労連・全商連・東京地評・東京土建・JMITU・全労連全国一般、自治労連・東商連

HTTPS://X.GD/0HAS0 

HTTPS://X.GD/N9PFN

 7月の国内企業物価指数(2020年平均100、速報)は前年比でプラス3.6％上昇となり、2年5カ月
連続の上昇となっています。新型コロナウィルスが5類から2類へと変更され、経済活動が通常モ
ードに移行する一方で、海外景気の下振れ、物価高騰、原材料や部品の供給制約などのリスク要
因があり、コロナ対策特例融資の返済期を迎えた中小企業は苦境にたたされています。
 このような状況の中で、賃金引上げによって消費購買力を向上させ、経済の好循環をつくるため
に、大企業の横暴をゆるさず、公正な取引を実現していく運動、そして、地域経済の活性化に資
する賃金下限額を定める公契約条例制定運動など、中小企業・団体と労働者・労働組合の共同を
探る「交流集会」として開催しますのでご参加ください。

〒113-8462　東京都文京区湯島2-4-4　全労連会館4階
　　　　　　　　※１回から９回までの中小企業シンポジウムの報告集はこちらからご覧ください。⇒

14:40 中同協の報告
「大手企業との取り引きの現状と課題　

　　 ～人間尊重の精神を大切に～　
　　　中同協副会長　加藤　明彦　氏
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まとめと閉会あいさつ

主催者あいさつ
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